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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第２四半期
連結累計期間

第41期
第２四半期
連結累計期間

第40期
第２四半期
連結会計期間

第41期
第２四半期
連結会計期間

第40期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 9,649,8648,170,2915,803,4984,117,12220,338,602

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
135,992△509,172 157,119△416,305404,694

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
149,651△325,628 129,592△271,149231,792

純資産額（千円） － － 8,655,5858,326,9908,832,394

総資産額（千円） － － 16,482,46314,900,07415,606,065

１株当たり純資産額（円） － － 1,249.521,202.631,262.46

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

22.43 △48.81 19.42 △40.65 34.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 50.6 53.8 54.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,349,862△341,340 － － 2,091,549

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△48,216 △40,435 － － △58,738

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△118,063△349,508 － － △161,779

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 5,060,2945,009,7425,745,486

従業員数（人） － － 382 373 376

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 　 373

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む）であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 　 171

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

受注高（千円） 受注残高（千円）
当第２四半期
連結会計期間
（自　平成22年

７月１日
至　平成22年
９月30日）

前年同
四半期比
（％）

当第２四半期
連結会計期間
（自　平成22年

７月１日
至　平成22年
９月30日）

前年同
四半期比
（％）

建設事業 3,497,400 － 3,558,054 －

土木建築コンサルティング

全般等事業
－ － － －

報告セグメント計 3,497,400 － 3,558,054 －

その他 34,168 － 10,470 －

合計 3,531,568 － 3,568,524 －

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．当連結企業集団では土木建築コンサルティング全般等事業は受注生産を行っておりません。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）売上実績

　売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日 
至　平成22年９月30日） 前年同四半期比（％）　

金額（千円）

建設事業 4,066,701 －

土木建築コンサルティング全般等事業 26,722 －

報告セグメント計 4,093,424 －

その他 23,698 －

合計 4,117,122 －

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．第２四半期連結会計期間における相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合が100分

の10以上の相手先は次のとおりであります。

前第２四半期連結会計期間

清水建設㈱ 1,231,300千円 21.2％

当第２四半期連結会計期間

該当する相手先はありません。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　なお、当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。
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　参考のため提出会社単独の事業の状況を示せば、次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び施工高

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

前第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

工事別
期首繰越工
事高
（千円）

期中受注工
事高
（千円）

計（千円）
期中完成工
事高
（千円）

期末繰越工事高
期中施工高
（千円）

手持工事高
（千円）

うち施工高（千円）

パイル工事 4,437,2801,194,0685,631,3492,638,8342,992,51522.8％ 681,1881,971,903

地盤改良工事 627,4011,597,5222,224,9231,661,959562,96331.2％ 175,4341,722,454

合計 5,064,6812,791,5907,856,2724,300,7933,555,47824.1％ 856,6223,694,357

　

当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

工事別
期首繰越工
事高
（千円）

期中受注工
事高
（千円）

計（千円）
期中完成工
事高
（千円）

期末繰越工事高
期中施工高
（千円）

手持工事高
（千円）

うち施工高（千円）

パイル工事 2,501,9521,027,1983,529,1501,588,0891,941,0618.5％ 165,7761,703,670

地盤改良工事 340,8001,706,4432,047,2431,576,578470,66421.3％ 100,2781,587,113

合計 2,842,7522,733,6415,576,3943,164,6682,411,72611.0％ 266,0543,290,783

　

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

工事別
期首繰越工
事高
（千円）

期中受注工
事高
（千円）

計（千円）
期中完成工
事高
（千円）

期末繰越工事高
期中施工高
（千円）

手持工事高
（千円）

うち施工高（千円）

パイル工事 3,878,3034,790,6928,668,9957,392,8891,276,1064.0％ 50,9336,155,453

地盤改良工事 387,7306,046,6186,434,3485,723,417710,93019.6％ 139,3435,800,430

合計 4,266,03310,837,31015,103,34413,116,3071,987,0369.6％ 190,27711,955,884

　（注）１．第１四半期会計期間（前期）以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについて

は、期中受注工事高にその増減額を含めております。したがって、期中完成工事高にもこの増減額が含まれて

おります。

２．期末繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の工事進捗部分を推定したものであります。

３．期中施工高は、（期中完成工事高＋期末繰越施工高－第１四半期会計期間末（前期末）繰越施工高）に一致

しております。

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 5/27



②　完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

前第２四半期会計期間

（自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日）

パイル工事 2,476,758 162,075 2,638,834

地盤改良工事 797,393 864,566 1,661,959

計 3,274,151 1,026,642 4,300,793

当第２四半期会計期間

（自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日）

パイル工事 1,408,003 180,085 1,588,089

地盤改良工事 515,561 1,061,017 1,576,578

計 1,923,564 1,241,103 3,164,668

　（注）１．官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含みます。

２．前第２四半期会計期間完成工事高のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

（発注者） （工事名）

東日本高速道路㈱ 首都圏中央連絡自動車道久喜白岡ジャンクション工事に伴う基礎工事

国土交通省 大和御所道路東坊城地区下部工事に伴う基礎工事

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路高森第一高架橋（下部工）工事に伴う基礎工事

国土交通省 平成20年度東海環状祖父江南高架橋下部工事に伴う基礎工事

国土交通省 大和御所道路東坊城高架橋下部工事に伴う基礎工事

当第２四半期会計期間完成工事高のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

（発注者） （工事名）

国土交通省
平成21年度名神高速道路養老ジャンクション（下部工）工事に伴う基礎工

事

国土交通省 大和御所道路本馬高架橋茅原地区下部工事に伴う基礎工事

国土交通省 平成21年度１号藤枝仮宿高架橋東工区下部拡幅工事に伴う基礎工事

国土交通省 大和御所道路本馬高架橋下部工事に伴う基礎工事

３．第２四半期会計期間における主な相手先別の完成工事高及び当該完成工事高の総完成工事高に対する割合

は次のとおりであります。

前第２四半期会計期間

清水建設㈱ 1,224,400千円 28.5％

当第２四半期会計期間

旭化成建材㈱ 373,840千円 11.8％

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　手持工事高（平成22年9月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 計（千円）

パイル工事 1,807,161 133,900 1,941,061

地盤改良工事 163,740 306,924 470,664

計 1,970,901 440,824 2,411,726

　（注）１．官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含みます。

２．手持工事高のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

（発注者） （工事名） （完成予定年月）

国土交通省
平成21年度名神高速道路養老ジャンクション（下部工）工

事に伴う基礎工事
平成23年１月 

独立行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構
北陸新幹線、富山稲荷千歳高架橋に伴う基礎工事 平成22年12月 

西日本高速道路㈱
四国横断自動車道今切川橋（下部工）南工事に伴う基礎工

事
平成23年２月 

高知県 高知県本庁舎等耐震改修主体工事に伴う基礎工事 平成23年４月 

中日本高速道路㈱
首都圏中央連絡自動車道金田高架橋（下部工）南工事に伴

う基礎工事
平成23年２月 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

３【経営上の重要な契約等】

    当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加を背景に一部に景気回復の動きが見られる一方

で、雇用情勢は依然として厳しく、円高も加速するなど、景気の先行きに不透明感が広がる状況にありました。

　このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高につきましては、厳しい環境の中で

特に土木工事が大きく減少したことにより41億17百万円（前年同期比29.1％減）となりました。

　また、利益につきましては、受注競争が一層激しさを増したことによる低採算工事の増加などで営業損失は３億

97百万円（前年同期は１億56百万円の利益）、経常損失は４億16百万円（前年同期は１億57百万円の利益）とな

りました。なお、四半期純損失につきましては、投資有価証券評価損１億14百万円を特別損失に計上したことなど

により２億71百万円（前年同期は１億29百万円の利益）となりました。

　セグメントの業績は以下のとおりであります。 

①建設事業

　建設事業は、特に土木工事が減少したことにより売上高が40億66百万円となりました。また、利益につきまして

は、低採算工事の増加などによりセグメント損失は３億66百万円となりました。

②土木建築コンサルティング全般等事業

　土木建築コンサルティング全般等事業は、主に実験・試験に関する業務が減少したことにより売上高が26百万

円、セグメント損失は21百万円となりました。

③その他

　その他の事業は、建設資材販売事業等を含んでおり、売上高が23百万円、セグメント損失が９百万円となりまし

た。

 

EDINET提出書類

株式会社テノックス(E00232)

四半期報告書

 7/27



（２）財政状態の分析　

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ７億５百万円減少し、149億円となりまし

た。これは主に受取手形・完成工事未収入金等の売上債権や未成工事支出金等が増加する一方で、現金預金が減

少したことによるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ２億円減少し、65億73百万円となりました。これは主に未払法人税等が減

少したことによるものであります。また、純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ５億５百万円減少

し、83億26百万円となりました。　

　 

（３）キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に未成工事支出金等が

増加したことにより、第１四半期連結会計期間末に比べ57百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には50億

９百万円（前年同四半期末残高50億60百万円）となりました。  

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得た資金は、１億15百万円（前年同四半期は37百万円の支出）となりました。これは主に未成工

事支出金等の増加１億58百万円、売上債権の増加１億47百万円により資金が減少したものの、仕入債務の増加５

億82百万円により資金が増加したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、41百万円（前年同四半期は45百万円の支出）となりました。これは主に有形固

定資産の取得による支出36百万円、投資有価証券の取得による支出20百万円により資金が減少したためでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、１億27百万円（前年同四半期は１億63百万円の収入）となりました。これは主

に短期借入金の減少81百万円、長期借入金の返済による支出52百万円により資金が減少したためであります。

 

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（５）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 21,640,000

計 21,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月15日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 7,694,080 7,694,080

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

 単元株式数

 1,000株

計 7,694,080 7,694,080 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

－　 7,694,080 － 1,710,900 － 2,330,219
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社テノックス 東京都港区赤坂６－13－７ 1,023 13.29

住商セメント株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 432 5.61

テノックス従業員持株会 東京都港区赤坂６－13－７ 362 4.71

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 331 4.31

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 317 4.12

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 253 3.28

樗澤　憲行 神奈川県三浦郡葉山町 243 3.16

中川　辨三 東京都新宿区 243 3.16

小川　恭弘 高知県高知市　 227 2.95

重田　寛治 神奈川県横浜市青葉区　 223 2.90

計 － 3,658 47.55
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,023,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,639,000 6,639 －

単元未満株式 普通株式　　 32,080 － －

発行済株式総数 7,694,080 － －

総株主の議決権 － 6,639 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社テノックス

東京都港区赤坂６－

13－７
1,023,000 － 1,023,000 13.29

計 － 1,023,000 － 1,023,000 13.29

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 265 255 245 249 245 236

最低（円） 245 225 237 233 233 230

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。
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1【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,057,407 5,793,104

受取手形・完成工事未収入金等 3,982,137 3,726,930

未成工事支出金等 ※2
 519,402

※2
 397,705

その他 1,291,990 1,509,105

貸倒引当金 △52,807 △52,876

流動資産合計 10,798,130 11,373,969

固定資産

有形固定資産 ※1
 2,825,826

※1
 2,963,265

無形固定資産 24,285 27,261

投資その他の資産

その他 1,365,089 1,341,904

貸倒引当金 △113,256 △100,335

投資その他の資産計 1,251,832 1,241,568

固定資産合計 4,101,944 4,232,095

資産合計 14,900,074 15,606,065
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,495,746 3,495,698

短期借入金 201,668 296,900

1年内返済予定の長期借入金 197,472 219,188

1年内償還予定の社債 20,000 －

未払法人税等 41,873 240,944

未成工事受入金 120,749 120,369

引当金 ※2
 183,626

※2
 116,734

その他 678,308 641,215

流動負債合計 4,939,443 5,131,051

固定負債

社債 80,000 －

長期借入金 263,422 360,754

退職給付引当金 544,380 512,113

役員退職慰労引当金 80,300 72,100

その他 665,538 697,651

固定負債合計 1,633,640 1,642,619

負債合計 6,573,084 6,773,670

純資産の部

株主資本

資本金 1,710,900 1,710,900

資本剰余金 2,330,219 2,330,219

利益剰余金 4,335,545 4,727,892

自己株式 △358,598 △358,362

株主資本合計 8,018,065 8,410,648

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,677 12,393

評価・換算差額等合計 4,677 12,393

少数株主持分 304,247 409,352

純資産合計 8,326,990 8,832,394

負債純資産合計 14,900,074 15,606,065
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 9,649,864 8,170,291

売上原価 8,480,855 7,604,147

売上総利益 1,169,009 566,144

販売費及び一般管理費 ※
 1,038,719

※
 1,081,966

営業利益又は営業損失（△） 130,290 △515,821

営業外収益

受取利息 6,802 6,655

受取配当金 4,822 4,886

仕入割引 4,437 3,885

受取賃貸料 2,560 2,599

保険返戻金 － 13,367

物品売却益 3,223 3,280

その他 10,163 4,629

営業外収益合計 32,010 39,303

営業外費用

支払利息 4,922 5,847

売上割引 1,283 1,021

為替差損 8,005 21,545

貸倒引当金繰入額 10,658 577

その他 1,438 3,661

営業外費用合計 26,308 32,654

経常利益又は経常損失（△） 135,992 △509,172

特別利益

固定資産売却益 84,266 62,786

貸倒引当金戻入額 22,063 78

特別利益合計 106,330 62,864

特別損失

固定資産処分損 1,035 1,367

投資有価証券評価損 － 114,407

減損損失 － 23,960

特別損失合計 1,035 139,735

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

241,287 △586,043

法人税等 114,991 △156,209

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △429,833

少数株主損失（△） △23,355 △104,205

四半期純利益又は四半期純損失（△） 149,651 △325,628
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 5,803,498 4,117,122

売上原価 5,119,875 3,979,695

売上総利益 683,623 137,427

販売費及び一般管理費 ※
 527,299

※
 534,841

営業利益又は営業損失（△） 156,323 △397,414

営業外収益

受取利息 3,355 3,130

仕入割引 2,224 1,944

受取賃貸料 1,291 1,368

保険返戻金 － 3,226

物品売却益 2,274 1,522

その他 3,753 2,272

営業外収益合計 12,899 13,464

営業外費用

支払利息 3,229 2,760

売上割引 644 564

為替差損 7,287 25,900

その他 942 3,128

営業外費用合計 12,103 32,354

経常利益又は経常損失（△） 157,119 △416,305

特別利益

固定資産売却益 38,369 20,722

特別利益合計 38,369 20,722

特別損失

固定資産処分損 910 1,343

投資有価証券評価損 － 114,407

減損損失 － 23,960

特別損失合計 910 139,711

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

194,577 △535,294

法人税等 68,701 △144,471

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △390,823

少数株主損失（△） △3,716 △119,674

四半期純利益又は四半期純損失（△） 129,592 △271,149
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

241,287 △586,043

減価償却費 345,745 330,243

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,200 8,200

その他の引当金の増減額（△は減少） 16,252 112,011

受取利息及び受取配当金 △11,625 △11,542

支払利息 4,922 5,847

有形固定資産除売却損益（△は益） △83,231 △61,418

投資有価証券評価損益（△は益） － 114,407

減損損失 － 23,960

売上債権の増減額（△は増加） 2,140,336 △35,305

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 486,457 △121,696

仕入債務の増減額（△は減少） △1,141,827 47

未成工事受入金の増減額（△は減少） △642,965 379

その他 23,110 70,648

小計 1,375,261 △150,260

利息及び配当金の受取額 10,675 11,474

利息の支払額 △7,308 △5,847

法人税等の支払額 △28,764 △196,707

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,349,862 △341,340

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △181,890 △53,167

有形固定資産の売却による収入 125,133 45,450

投資有価証券の取得による支出 △682 △21,030

投資有価証券の売却及び償還による収入 14,000 －

貸付けによる支出 △22,034 △38,895

貸付金の回収による収入 29,755 26,663

その他 △12,497 543

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,216 △40,435

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,926 △95,232

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △50,256 △119,048

社債の発行による収入 － 100,000

自己株式の取得による支出 △77 △236

配当金の支払額 △68,372 △68,041

少数株主への配当金の支払額 △900 △900

その他 △96,530 △166,051

財務活動によるキャッシュ・フロー △118,063 △349,508

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,927 △4,460

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,186,511 △735,744

現金及び現金同等物の期首残高 3,873,783 5,745,486

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 5,060,294

※
 5,009,742
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しております。

　なお、これによる損益へ与える影響はありません。 

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は1,810千円であります。

　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四

半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は497千円であります。

　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積額の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計

年度末に算定した貸倒実績率等から著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度末の貸倒実績率等を用いて算定しております。

２．完成工事補償引当金の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の完成工事補償引当金は、前連結会計年度に

おいて算定した補償工事費の完成工事高に対する実績率から著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度末の実績率を用いて算定しておりま

す。

３．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を一部

省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算

定しております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

４．経過勘定項目の算定方法 　一部の費用については、合理的な算定方法による概算額で計上しておりま

す。

５．繰延税金資産および繰延税金負債の

算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

 １．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,607,883千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、9,779,622千円で

あります。

※２　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は17,256千

円であります。

※２　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は11,447千

円であります。

　３　保証債務残高　

大牟田工業団地協同組合の福岡県からの借入金のう

ち292,085千円に対し、連帯保証を行っております。

　３　保証債務残高　

大牟田工業団地協同組合の福岡県からの借入金のう

ち292,085千円に対し、連帯保証を行っております。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与賞与手当 369,462千円

賞与引当金繰入額 42,423千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,300千円

貸倒引当金繰入額 4,155千円

給与賞与手当 371,353千円

賞与引当金繰入額 36,883千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,200千円

貸倒引当金繰入額 14,951千円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与賞与手当 180,542千円

賞与引当金繰入額 32,544千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,300千円

貸倒引当金繰入額 6,627千円

給与賞与手当 170,064千円

賞与引当金繰入額 26,686千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,200千円

貸倒引当金繰入額 15,987千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 5,107,911

預入期間が３か月を超える定期預金 △47,617

現金及び現金同等物 5,060,294

 

 （千円）

現金及び預金勘定 5,057,407

預入期間が３か月を超える定期預金 △47,665

現金及び現金同等物 5,009,742

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式 7,694,080株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式 1,023,108株

 

３．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 66,719 10.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
建設事業
（千円）

建設資材
販売事業
（千円）

土木建築
コンサル
ティング全
般等事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1)外部顧客に対する売上高 5,420,600339,16043,7375,803,498 － 5,803,498

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 2,559 2,559 (2,559) －

計 5,420,600339,16046,2975,806,058(2,559) 5,803,498

営業利益又は営業損失（△） 140,63125,371△9,679 156,323 － 156,323

 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
建設事業
（千円）

建設資材
販売事業
（千円）

土木建築
コンサル
ティング全
般等事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1)外部顧客に対する売上高 8,990,201608,30551,3579,649,864 － 9,649,864

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 2,559 2,559 (2,559) －

計 8,990,201608,30553,9179,652,424(2,559) 9,649,864

営業利益又は営業損失（△） 127,35134,256△31,317130,290 － 130,290

 

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

①　事業区分の方法

事業区分は、当社及び連結子会社が行う事業の類似性を考慮して決定しております。

②　各区分に属する主要な事業の内容

建設事業 ： 土木・建築などの基礎工事及び地盤改良工事全般に関する事業並びに

建設機械のリース等の当該事業の付随事業

建設資材販売事業 ： 建設資機材の販売に関する事業

土木建築コンサルティ

ング全般等事業

： 土木建築コンサルティング全般等に関する事業

２．会計処理の方法の変更

前第２四半期連結累計期間

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

　これにより、「建設事業」で売上高は12億52百万円増加し、営業利益は１億１百万円増加しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外の国、又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、建設事業を中心に事業活動を展開しております。なお、「建設事業」、「土木建築コンサルティング

全般等事業」を報告セグメントとしております。

　「建設事業」は、土木・建築などの基礎工事及び地盤改良工事全般に関する事業並びに建設機械のリース

等の当該事業の付随事業を行っております。「土木建築コンサルティング全般等事業」は、土木建築コンサ

ルティング全般等事業を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 8,095,46739,8728,135,33934,9518,170,291 － 8,170,291

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 4,000 4,000 2,465 6,465 △6,465 －

計 8,095,46743,8728,139,33937,4168,176,756△6,4658,170,291

セグメント損失（△） △461,986△46,539△508,526△7,295△515,821 － △515,821

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

建設事業

土木建築コン

サルティング

全般等事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 4,066,70126,7224,093,42423,6984,117,122 － 4,117,122

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － 2,465 2,465 △2,465 －

計 4,066,70126,7224,093,42426,1634,119,587△2,4654,117,122

セグメント損失（△） △366,023△21,967△387,991△9,423△397,414 － △397,414

（注１）「その他」の区分は、報告セグメントには含まれていない事業セグメントであり、建設資材販売事

業等を含んでおります。　

（注２）セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。　

（注３）セグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,202.63円 １株当たり純資産額 1,262.46円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22.43円 １株当たり四半期純損失金額（△） △48.81円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 149,651 △325,628

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
149,651 △325,628

期中平均株式数（千株） 6,672 6,671

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19.42円 １株当たり四半期純損失金額（△） △40.65円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 129,592 △271,149

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
129,592 △271,149

期中平均株式数（千株） 6,672 6,670

　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月13日

株式会社テノックス

取締役会　御中
 

あずさ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石川　　誠　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森居　達郎　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノックス

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は、第１四半期連結会計期間より

工事契約に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月15日

株式会社テノックス

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人
　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石川　　誠　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　和充　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テノックス

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テノックス及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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